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市町村名 　七戸町 計画期間

目　　標　：

目標設定の考え方
地区の概要：

現状と課題

今後の展開方向等

１　活性化計画の目標及び計画期間

都道府県名

　地域資源活用総合交流促進施設（農林水産物直売・食材提供供給施設）を整備し、地域農産物、加工品の販売による農業の振興と、都市住民との交流の促進により地域活性化を図る。具体的な
数値目標として、地域農産物の販売量の１２．９１％増加、交流人口の９４．５５％増加を目指す。

　七戸町は、青森県の東部に位置し、西側一帯は広大な国有林野で、標高１，０００ｍを超える八甲田山系が連なり、山麓から東に伸びる丘陵は高低差が少なく、東西に貫流する河川流域が
広大な水田地帯を形成している。
　平成１７年３月３１日に七戸町と天間林村との町村合併により新七戸町となり、世帯数は５，８２３戸（平成１７年国勢調査）で、その内総農家数は１，７６４戸（農業センサス）と３０．３％を占め
ており、農家割合が高くなっている。また、七戸町の農業は、東北地方の中・北部の太平洋側特有の「やませ」による梅雨期から盛夏期にかけての低温の影響を受けない土物類（にんにく、な
がいも）が主要となっており、水稲、根菜類との複合経営が多くみられる。

　青森県 　七戸町地区 Ｈ２０～Ｈ２４地区名

　七戸町は、国道４号が南北に縦断し、この国道４号と交差して国道３９４号が東西に横断しているほか、みちのく有料道路で青森市と結ばれ、主要地方道や県道が放射線状に近隣市町村
に延びるなど広域交通条件に恵まれた地域である。また、１日３，０００人の乗降客を想定している東北新幹線の新駅が平成２２年度開業予定であり、交通の要衝地域としての発展が期待さ
れている。さらに、これらの交通結節点となる新駅前には年間６０万人以上という利用実績がある道の駅があるため、この立地条件と地域産物を有効に活用した地域活性化を目指すこととす
る。
　具体的には、道の駅敷地内に農林水産物直売・食材提供供給施設を整備し、東北新幹線新駅利用者をはじめとした新たな県内外の消費者を呼び込み、地域農産物の販売促進を図り、農
業所得の増加による農業の振興を図る。また、生産者の顔が見える流通を促進し、直売・食材提供供給施設を地域農産物、さらには農業に関する情報、魅力を発信するための拠点と位置づ
け、利用者へ地域農産物の安心・安全・こだわり等や農村の魅力を直接伝えることにより、グリーンツーリズム等を活用した都市住民との交流人口を増加させ地域活性化を図る。

　七戸町では水稲、にんにく、ながいもが主要な農産物であるが、米穀価格の低迷、農産物の輸入増加により耕作放棄地や離農者が増加している。さらに農林水産業従事者の高齢化、後継
者不足も進み、平成１２年から平成１７年までで総農家数では１０．７％の減、農業従事者では２１．２％の減となっている。
　また、平成１６年に「かだれ天間林田舎体験の会」を設立し、都市と農村の交流により農家や高齢者の生きがいづくり、さらには地域住民相互の親睦を深め地域活性化を推進することを目
的として活動をしているが、ＰＲ力の弱さから参加者数は１００人前後で推移しており、伸び悩みがある。このような中で如何に活性化を図っていくかが課題となっている。

計画の名称 　七戸町地区活性化計画



（１）法第５条第２項第３号に規定する事業

七戸町 七戸町地区 七戸町 有 ハ

（２）法第５条第２項第４号に規定する事業・事務

七戸町 七戸町地区 七戸町 有

（３）関連事業（施行規則第２条第３項）

（４）他の地方公共団体との連携に関する事項

事業名

備考

交付金希望の有無

地域資源活用総合交流促進施設（農林水産物直売・食材提供供給施設）

農山漁村活性化施設整備付帯事業

２　目標を達成するために必要な事業及び他の地方公共団体との連携

市町村名 地区名 事業名（事業メニュー名） 事業実施主体 交付金希望の有無

法第５条第２項第
３号イ・ロ・ハ・ニ

の別

　入り込み客数の増加にあたって、近隣市町村とも連携し、十和田湖や下北半島観光の単なる通過点とならないよう、積極的なＰＲ活動を展開す
ることとする。具体的には、新駅前に整備予定である「観光交流センター（仮称）」において各市町村のイベント等のＰＲをするほか、近隣市町村一
体での広域観光の推進体制を整備する。

事業実施主体市町村名 地区名

備考

備考

市町村名 地区名 事業名 事業実施主体



七戸町地区（青森県七戸町） 区域面積

区域設定の考え方
①法第３条第１号関係：

②法第３条第２号関係：

③法第３条第３号関係：
　農業振興地域で設定しており、市街化区域は含んでいない。

３　活性化計画の区域

１６，４１９ｈａ　

　七戸町の総面積３３，７２３haのうち農業振興地域の面積は１６，４１９haで、４８．７％となっており、農業従事者は労働力人口の４４．１％を占め
ている。

　人口の減少（Ｈ１２→Ｈ１７で４．６％減）、農業従事者の高齢化（６５歳以上の割合　Ｈ１２：２６．５％→Ｈ１７：３０．０％で３．５％増）及び減少（Ｈ１
２→Ｈ１７で２１．２％減）の傾向からみて、活性化のためには交流を進めることは必要不可欠である。



４　市民農園（活性化計画に市民農園を含む場合）に関する事項

（１）市民農園の用に供する土地（農林水産省令第２条第４号イ、ロ、ハ）

農地 市民農園施設

氏名 住所 氏名 住所

市民農園整備
促進法法第２
条第２項第１号
イ・ロの別

種別

（２）市民農園施設の規模その他の整備に関する事項（農林水産省令第２条第４号ハ）
整備計画

建築物

工作物

　計

（３）開設の時期 （農林水産省令第２条第４号二）

新たに権利を取得するもの

所要面積 工事期間建築面積

土地所有者

土地の所在 地番
登記簿 現況

地目

種別

土地の利用目的

備考

備考構造

地積（㎡) 権利の
種類

既に有している権利に基づくもの

土地所有者

権利の
種類



内　　　容 備　　考

（１） 農林地所有権移転等促進事業の実施に関する基本方針

（２） 移転される所有権の移転の対価の算定基準及び支払の方法

（３）

①

②

③

（４）

①

②

設定され、又は移転される地上権、賃借権又は使用貸借に
よる権利の残存期間に関する基準

設定され、又は移転を受ける権利が地上権又は賃借権であ
る場合における地代又は借賃の算定基準及び支払の方法

農林地所有権移転等促進事業の実施により設定され、又は
移転される農用地に係る貸借権又は使用貸借による権利
の条件

その他農用地の所有権の移転等に係る法律関係に関する
事項

農林地所有権移転等促進事業の実施により設定され、又は移
転される農用地に係る賃借権又は使用貸借による権利の条件
その他農用地の所有権の移転等に係る法律事項

５　農林地所有権移転等促進事業に関する事項

事　　　項

権利の存続期間、権利の残存期間、地代又は借賃の算定基準等

設定され、又は移転される地上権、賃借権又は使用貸借に
よる権利の存続期間に関する基準



６　活性化計画の目標の達成状況の評価等

　活性化計画終了年度の翌年度に、農産物の出荷量により地域産物の販売量１２．９１％増加と、グリーンツーリズムの農業体験等に参加した人数により交
流人口９４．５５％増加の目標達成状況を検証するとともに、学識経験者等第三者の意見を聴取し、さらなる地域活性化に向けた方策について検討する。

※「農産物の出荷量」については、毎年度発行される「園芸作物統計」（編集：東北農政局青森農政事務所、発行：青森農林水産統計協会）の数値による。
※「農業体験等に参加した人数」については、かだれ天間林田舎体験の会の事業実績による。


